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研究の全体概要 

 黄砂の発生および飛来量は、気象や発生源の地表面状態に大きく左右され、年によって大きく変

動する。2021 年の大規模黄砂、2022 年冬季の黄砂など激甚化やレジームシフトの影響が指摘されてい

るが、この変動を駆動する要因は明らかにされていない。そのため、現在の黄砂予測では年々変動や特

異な黄砂現象を定量的に予測できていない。黄砂は呼吸器系疾患に代表される様々な健康被害を引き

起こす。PM2.5 における黄砂の寄与の増加が指摘されているが、黄砂による社会経済コストの評価は行

われていない。また、我が国は砂漠化対処条約に基づき、黄砂発生源国の対策支援義務を負っており、

効果的な黄砂発生源対策の立案と実証が求められている。 

 本課題では、「予測」「影響評価」「対策立案」の一連の流れを研究目的とした。地理情報システム

（GIS）を用いることで、数値モデル、現地調査、衛星計測、地上モニタリングで得られた様々なデー

タを一つの空間情報として統合する。統合されたデータベースを活用し、気象、地表面状態など様々な

側面から黄砂の年々変動のメカニズムを解明する。その結果から２〜３ヶ月先の黄砂の活発度を予測

する黄砂中期予測システムを開発する。健康便益評価ソフトを応用し、黄砂による死亡・通院等が経済

に与える影響を評価するシステムを開発し、黄砂による経済コストの推移を評価する。黄砂が大量に

発生する地域（経済性）、現地の植生やその特性（地域性）、経済コスト低減効果（効率性）を考慮した

発生源対策に資する候補地選定手法を確立させる。 

 本研究の成果は、予測の実施により国民生活の改善・健康維持に寄与し、黄砂飛来量の削減及び黄

砂による経済被害減少に資する政策への反映が期待できる。また、日中韓黄砂共同研究（TEMM-DSS）、

世界気象機関砂塵嵐警戒評価計画、砂漠化対処条約関連事業といった国際的な取り組みにも貢献する

ことができる。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 



研究の全体概要図 

 

 


